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１．制度の目的 

  新潟県には高度な技術や優れたアイデアを持つ企業が数多くあります。２１世紀の県経済の発展

や雇用の場の創出のためにも、これらの企業が大きく成長していくことが期待されています。この

ため、(公財)にいがた産業創造機構（以下「NICO」という）では、これからの新潟県経済を担うべ

く、大きく成長する可能性のある新事業展開や有望な産業分野への進出に向けた事業計画を広く募

集し、優れた案件と認められるものに対して経費の助成を行います。 

（※設備投資資金（機械装置の購入）・運転資金を目的とした制度ではありません。） 

 

２．応募対象者 

新潟県内に主たる事業所及び研究開発場所を持ち、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）

第２条に規定する中小企業者（個人事業者を含む）※1 又は法人格を有する中小企業等の団体であ

って、新潟県内で研究開発を行う者とします。 

 

※1 業種ごとに定められている資本金基準と従業員基準のいずれか一方の基準を満たしていること。 

主たる事業として営んでいる業種 資本金 従業員数 

製造業、建設業、運輸業その他業種 ３億円以下 ３００人以下 

卸売業 １億円以下 １００人以下 

サービス業 ５,０００万円以下 １００人以下 

小売業 ５,０００万円以下 ５０人以下 

 

ただし、上記基準を満たしていても、次の方は対象となりません。 

① 発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上が同一の大企業（投資育成会社、特定ベン

チャーキャピタル等特別な法律等で規定されている者は除く）の所有に属している中小企業者 

② 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上が大企業（中小企業基本法に規定する中小

企業者以外の者）の所有に属している中小企業者 

③ 役員の総数の２分の１以上を大企業の役員又は職員が兼ねている中小企業者 

④ 学校法人、宗教法人、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、公法人、医療法人、士業法人等 

 

＜その他の留意事項＞ 

① 法人の場合は新潟県内に登記があること。 

② 個人事業者は新潟県内の税務署へ開業届出をしていること。 

③ 新潟県外で研究開発等を行う場合は対象となりません。 

④ 主たる技術課題の解決方法そのものを外注又は委託する事業は対象となりません。 

⑤ 試作品の製造・開発を他社に委託し、企画だけを行う事業は対象となりません。 

⑥ 所定の応募書類に必要事項が記載されていない、決算書等の書類が添付されていない等の不備 

がある場合は申請を受理できません。 

⑦ 過去、不採択になった事業計画は応募できません。 

⑧ 他の補助事業、助成事業との併用は認められません。 

⑨ 事業税等を滞納していないこと。 

⑩ NICOに対する賃料・使用料等の債務の支払いが滞っていないこと。 

⑪ 過去にNICOから助成を受け、不正等の事故を起こしていないこと。 

⑫ 研究開発の成果が特定の企業向けでないこと。 

⑬ 助成事業の内容が公序良俗に反しないこと、又はそのおそれがないこと。 

⑭ 助成事業の内容が関係法令に違反しないこと、又はそのおそれがないこと。 
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３．事業枠及び交付条件など 

申請にあたっては、「付加価値額（営業利益＋人件費＋減価償却費）」の向上が、助成事業終了後３年

で１０％以上見込まれることが必要です。 

 

（１） 地域中核企業枠  

地域におけるサプライチェーンの中核として、県内に協力企業を多く有する地域中核企業が行 

う、新規性の高い技術等の研究開発事業及び独自の技術やアイデア等で、従来にはない画期的な 

製品開発などにより高付加価値化を図ろうとする取り組みに対して、その開発から販売プロモー 

ションまでの一貫した事業に要する経費の一部を助成します。 

◎「地域中核企業」とは、以下の条件を全て満たしている企業です。 

・県内企業５社以上に、継続して（直近１年以内に２回以上）自社製品部材等※の発注実績が

ある企業。 

・直近決算において、自社製品部材等※の発注額が１億円以上の企業。 

※自社製品部材等：材料仕入、外注加工費及び製造原価報告書の消耗品（単なる商品仕入は対象外です） 

 

助成金額 １００～１,０００万円 

助成対象経費 １５０万円以上（税抜） 

助成率 助成対象経費の２／３以内 

助成対象期間 交付決定日から１年間 

※一般枠との併願申請が可能です。なお、予算に限りがあるため、地域中核企業枠での事業認定（採

択）ができない場合があり、その場合は一般枠での対応となります。（ただし、地域中核企業枠

として申請時に計画した事業内容の変更は原則認められません。） 

 

（２） 一般枠  

新規性の高い技術等の研究開発事業及び独自の技術やアイデア等で従来にはない画期的な製

品開発などにより高付加価値化を図ろうとする取り組みに対して、その開発から販売プロモーシ

ョンまでの一貫した事業に要する経費の一部を助成します。  

助成金額 １００～５００万円 

助成対象経費 ２００万円以上（税抜） 

助成率 助成対象経費の１／２以内 

助成対象期間 交付決定日から１年間 

 

 

４．助成対象経費について 

助成対象経費は、消費税等の間接経費を除き、以下①～④の条件に適合する経費であって、次頁

の＜助成対象経費＞に掲げる経費です。助成対象経費に記載のないものは助成対象となりませんの

でご注意ください。 

 

① 助成対象事業として決定を受けた事業実施のために必要最小限の経費。 

② 助成対象期間内に契約、取得、支払いが完了した経費。 

③ 助成対象(使途、単価、規模等)の確認が可能であり、かつ、本事業に係るものとして、明確に

区分できるもの。 

④ 財産取得となる場合は所有権が助成事業者に帰属する経費。 
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＜助成対象経費＞ 

※新技術・新製品開発に係る試作開発･研究、及び試作品等の販促 PRに係る経費が対象であり、 

設備装置の購入費や量産・販売等に資する経費（金型等を含む）は対象となりません。 

対象経費の

区分 
助成対象経費の内容 

研究開発費 

原材料費（注 1） ・原材料及び副資材の購入に要する経費 

機械装置費（注 2） 

工具器具備品費（注 3） 

構築物費（注 4） 

・機械装置等の借用に要する経費 

・工具器具の購入に要する経費 

・工具器具又は既所有の機械装置の試作、改良、据付、

借用又は修繕に要する経費 

・構築物の購入、建造、改良、据付、借用又は修繕に要

する経費 

外注加工費 ・外注加工に要する経費 

委託費（注 5） 

・技術指導の受入に要する経費 

・調査・試験・検査に要する経費 

・研究（開発）委託、共同研究（開発）委託費、デザイ

ン委託費、設計委託費 

その他の経費（注 6） 

助成事業期間内に得た事業成果に関連する産業財産権の

うち、特許法、実用新案法、意匠法に定められた権利を

取得するための弁理士への手続代行費用及び翻訳料等に

要する経費 

販売促進費 
販売プロモーション費   
※助成対象経費総額の

20%を上限とします。 

助成事業に係る展示会・見本市への出展、販売プロモー

ションに係る出展小間料、会場借上料、装飾費、機器の

レンタル料、備品費、印刷費、ホームページ作成費 

 

（注1）当該事業に必要な原材料等については、その使途・数量を明らかにするため、当該事業用に他と

区別して厳格に管理することが必要です。この管理については受払簿を作成し、購入時から事業

終了時に至るまでの原材料等の種別又は使用別に受払の都度、受払年月日、使用者、受払数量、

用途、残量等必要事項をこれに記載することとします。受払簿に記載され当該事業のために助成

対象期間内に使用した数量のみが原材料費として助成対象となります。当該事業終了後、実績報

告書等とともに受払簿の写しを提出していただきます。 

（注2）機械装置等については、交付決定日以降の新規レンタルまたは新規リース契約における、助成事

業実施期間のレンタル料またはリース料相当額のみが助成対象経費となります。 

（注3）研究開発において本事業により取得あるいは効用の増加した財産は、原則として処分できません。

また、金型を試作用として取得する場合（量産に資する場合は対象外）は、本事業の研究開発に

おいてのみ使用することとし、取得の必要性や妥当性についてお示しいただくとともに、事業完

了後の会計検査時の確認用資料として、当該金型の詳細画像等を実績報告時に提出していただき

ます。 

（注4）構築物とは機械装置と一体で捉えられるものであって、当該処理がなければ機械装置の動作に著

しく弊害が出るもので、定着性（土地に付着し、かつ継続的に付着した状態で使用することが認

められる）を有しない等軽微なものに限ります。設置場所の整備工事や基礎工事を伴うような建

物等は含まれません。 

（注5）他の経費項目同様、交付決定前に発注・契約を行った場合は助成対象となりません。委託内容、

金額等が明記された契約書を締結し、委託する側である助成対象者に利用権等が帰属する必要が 
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あります。委託事業完了後には、完了報告書等の成果物（先方からの報告書等）を必ず用意して

ください。パッケージのみのデザイン開発・改良は対象となりません。 

※ 産学官が連携(産学、産官及び産学官の連携)して行う場合には、連携する機関と必ず事前に

相談を行い、補助事業を申請する旨をお伝えください。また、共同研究開発の内容・役割・費用

等を明確にし、その内容を申請書に記載してください。 

（注6）助成事業以前の調査研究等成果に係る特許等費用、先行技術調査に係る経費、特許庁に納付され

る経費（特許出願手数料、審査請求料及び特許料等）、拒絶査定に対する審判請求又は訴訟を行

う場合に要する経費等は助成対象となりません。 

 

 

＜助成対象外経費の例＞ 

① 契約から支払までの一連の手続きが助成対象期間内に行われていない場合 

② 助成対象期間の開始日以前に研究開発が完了している場合 

③ 助成事業に関係のない物品の購入、業務委託等（完了時点で未使用の購入原材料等を含む） 

④ 見積書、注文書（契約書）、納品書、請求書、銀行振込受領書（手形・小切手で支払った場は、

手形・小切手の耳、当座勘定照合表）等の支払証拠書類が不備の場合 

⑤ 他の取引と相殺して支払いが行われている場合 

⑥ 現金、クレジットカード、他社発行の手形や小切手等により支払いが行われている場合 

（原則は銀行振込払い） 

⑦ 間接経費（消費税、振込手数料、運送料、交通費、通信費、光熱費、収入印紙代 等） 

⑧ 会議費、消耗品等の事務的経費に該当する場合 

⑨ 機械装置及び工具器具類で以下に該当する場合 

・量産及び開発目的以外で使用可能な汎用性設備及び工具器具類に要する経費 

・機械装置のレンタル・リースについて、助成対象期間外の使用に係る経費 

・自家用機械装置及び工具器具類の改良や修繕等に要する経費 

⑩ 研究開発委託費において委託先の資産となるもの 

⑪ 産業財産権出願・導入費において、特許庁に納付する費用・審査請求に関する経費等 

 

※その他、内容によっては対象外となるものもありますので、予めNICOへご確認ください。 

 

 

５．助成事業制度の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．応募の方法 

（１）応募書類の作成 

  次頁の書類を作成のうえ、NICOまで提出してください。なお、書類の作成・提出前に、まずは

NICOまでご相談ください。 
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（ア）助成金交付申請書（第１号様式）※ 、事業計画書（別紙１-１） 

（イ）暴力団の排除に関する誓約書（別紙１－２） 

（ウ）直近２期分の決算書の写し 

（エ）事業計画の内容がわかる基礎研究データ、開発品の概略図、システム説明図等の資料 

【以下は、「地域中核企業枠」で申請される場合のみ】 

（オ）「県内他社への発注状況について」（指定様式） 

上記、応募書類（ア）（イ）（オ）は、NICO ホームページ（https://www.nico.or.jp）からダウ

ンロードできます。 

 

※助成金交付申請書（第１号様式）に記載されている『一般枠／地域中核企業枠』のどちらかの枠を○

で囲んでください。「地域中核企業枠」で申請する事業者において、「一般枠」との併願を希望する場

合は、『一般枠／地域中核企業枠』の両方の枠を○で囲んでください。 

 なお、予算に限りがあるため、「地域中核企業枠」で採択されない場合は「一般枠」での審査となり

ます。 

 

（２）応募書類の提出方法・提出先 

     下記の提出先まで、メール、郵送または持参により提出してください。提出された書類はお

返しできません。なお、応募は１社１テーマに限ります。 

 

【提出先】 

〒950-0078 新潟市中央区万代島 5-1万代島ビル 9階 

公益財団法人にいがた産業創造機構 産業創造グループ 経営革新支援チーム 

TEL：025-246-0056(直通) FAX：025-246-0030 E-mail：innova@nico.or.jp 

 

 

（３）応募期間 

 令和４年５月２７日(金) ～ 令和４年７月８日(金) まで（必着） 
 

 

（４）応募申請に際しての注意事項 

① 助成対象経費の算出にあたっては、事業完了後の確定額と大きな差額が生じないよう、実行

可能性を十分に検討してください。 

② 審査結果により、助成対象者決定の際に通知する助成金交付決定額（助成交付金の上限を示

すもの）が、助成金申請額と異なる場合があります。 

③ 助成金額の確定においては、交付決定を受けた事業の成果を達成することが条件となります。

また、事業の完了検査（実績報告書等の確認）後に助成金の額を確定します。（交付決定額

から減額されることがあります。） 

④ 助成対象者として決定された方については、原則として企業名、代表者名、事業テーマ、所

在地、業種、設立年月、資本金、従業員数、電話番号、採択年度、助成事業の区分等が公表

されます。 
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７．助成事業認定の決定方法 

提出していただいた書類に基づき、現地調査の後、一次審査（書類審査）を行います。一次審査

を通過された申請者については、二次審査会（８月中旬開催予定）でプレゼンテーションを行って

いただき、事業認定の採否を決定します。審査結果は審査会終了後に文書で通知します（概ね８月

下旬を予定）。審査の結果によっては不採択となることがあります。 

プレゼン審査においては、会社概要や事業計画の内容を説明できる方（申請企業の代表者、開発

担当者等）が対応してください。 

審査の途中経過に関するお問い合わせには一切応じかねますので予めご了承ください。 

 

 

８．事業計画の評価基準 

 市場面、技術面及び資金面から、以下のポイントを重点に評価を行います。 

① 計画の実現性・実施体制（人材・資金調達） 

② 技術・製品の新規性（差別化・優位性・競争力） 

③ 市場性（販売方針、販路、市場〔誰に？どこに？〕） 

④ 技術開発（適用）の方向性 

⑤ 事業の収益性・継続性 

⑥ 成果の波及効果 他 

 

 

９．交付決定後のスケジュール 

（１）事務手続き説明会の開催 

交付決定後に経費の執行方法や事業の進め方をご説明します。なお、助成対象者については次

の書類を提出していただきます。 

①発行後 3ヶ月以内の登記簿謄本（履歴事項全部証明書） ②直近の事業税の納税証明書 

（２）事業遂行状況報告書の提出 

事業の進捗状況について中間報告を行っていただきます。必要に応じて現地調査も行います。 

（３）実績報告書等の提出 

  事業完了後に助成金に係る実績報告書を提出していただきます。提出に際しては支払証拠書類

の写しや原材料受払簿の写し、成果品の写真や図面などの資料も添付していただきます。なお、

実績報告書の提出期限は事業完了から 10日以内です。 

（４）助成金の支払い 

助成金の支払いは、実績報告書及び支払証拠書類等を確認した後に行います。 

（５）企業化状況の報告 

助成事業を完了した年度の翌年度以降において定められた期間、毎年 1回、事業成果の企業化

（販売実績）について報告していただきます。 

 

 

10．助成事業者の義務 

助成金の交付決定を受けた場合は、以下の事項を遵守してください。 

① 助成事業の経費の配分又は内容を変更しようとする場合は、事前に承認を得ること。 

② 事業途中での中止や廃止は、真にやむを得ない場合以外は認められません。 

③ 事業の遂行状況について、遂行状況報告書を提出すること。 

④ 事業完了後、実績報告書を提出すること。 

⑤ 事業により取得し、又は効用の増加した財産は、事業終了後も善良なる管理者の注意をもって

管理し、助成金交付の目的にしたがって効率的な運用を図ること。また、当該研究開発により 
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得られた成果品等を事業終了後に、当該事業の促進（関連試験研究開発を含む）を引き続き行

う場合以外に用いること、ならびに販売・譲渡することは認められません。 

⑥ 事業により取得し、又は効用の増加した財産を処分する場合は、事前に承認を受けること。1

件あたり 50万円以上でかつ耐用年数の経過していない財産は、原則として処分してはならない。

やむを得ない理由によりこれを処分する場合は、助成金に係る財産処分承認申請書（第 8 号様

式）を提出し、承認を受けること。また、承認された当該処分により助成事業者に収入があっ

た場合には、助成事業者は交付された助成金の全部又は一部を NICOに納付しなければならない。 

⑦ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を、事業が完了した日の属する年度

の終了後５年間保存すること。 

⑧ 助成事業を完了した年度の翌年度以降において定められた期間、各年における助成事業成果の

企業化状況を報告及び助成事業に関する調査に協力すること。 

⑨ 助成事業に基づく発明、考案等に係る特許権、実用新案権又は意匠権について、助成事業の完

了した日の属する年度の終了後５年以内に、出願若しくは取得した場合又はこれらの権利を譲

渡し、若しくは実施権を設定した場合には、前項の規定により提出する企業化状況報告書にそ

の旨を記載しなければならない。 

 

 

11．不正不当な行為に対する処分 

以下の行為に対しては、助成金の交付決定を取消し、交付した助成金の返還を命じ、場合によっ

ては違約金を賦課することがあるので十分注意してください。 

① 助成金の他の用途への転用 

② 交付決定の内容又は交付条件に対する違反 

③ 法令又は県の処分に対する違反 

④ 要綱等で必要な事項の報告をしないこと、若しくは虚偽の報告をすること。 
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NICO提携保証制度 
 
「イノベーション推進事業」の助成事業者で、NICO の推薦を受けられる方を対象とした、新潟信

用保証協会との提携保証制度です。助成金は、助成事業終了後の精算払いとなりますので、その間の

つなぎ資金、又は助成事業終了後の事業化のための長期資金の調達を支援する制度です。 

 

●制度の内容 

制度の種類 
NICO提携保証Ⅰ（ニコットⅠ） 

●つなぎ資金 

NICO提携保証Ⅱ(ニコットⅡ) 

●長期資金 

資格要件 助成金の交付決定を受けた中小企業者で、NICOの推薦を受けられる方 

資金使途 助成対象事業に係る運転資金又は設備資金 

保証限度額 助成金交付額の範囲内 

２,０００万円 

※ただし、助成金交付年度においては助成金 

交付額が上限。 

保証期間 助成金支払い予定日まで 
運転資金５年 

設備資金７年 

返済方法 分割又は一括返済 分割返済 

連帯保証人 個人事業者の場合は不要。法人の場合、法人代表者（実質経営者を含む）。 

担保 不 要 

保証料率 保証協会所定料率 

 
●申請方法及び受付期間 

保証推薦申込書（イノベーション推進事業実施要領・各種様式 23 ページ）及び個人情報の提供に

関する同意書（同・様式 24ページ）を記載し、NICOまで提出してください。申請受付は随時行って

います。 
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助成金の受付相談窓口 
 助成事業の申請やお問い合わせは NICO へ、技術面のご相談については、最寄りの技術支援センタ

ーまでお願いします。 

 

申請相談窓口 住   所 
ＴＥＬ 

E-mail 

NICO産業創造グループ 

経営革新支援チーム 

〒950-0078 

新潟市中央区万代島 5-1 

万代島ビル 9階 

025-246-0056 

innova@nico.or.jp 

 

技術相談窓口 住   所 
ＴＥＬ 

ＦＡＸ 

工業技術総合研究所 
〒950-0915 

新潟市中央区鐙西 1-11-1 

025-247-1301 

025-244-9171 

工業技術総合研究所 

 下越技術支援センター 

〒950-0915 

新潟市中央区鐙西 1-11-1 

025-244-9168 

025-241-5018 

工業技術総合研究所 

 県央技術支援センター 

〒955-0092 

三条市須頃 1-17 

0256-32-5271 

0256-35-7228 

工業技術総合研究所 

 中越技術支援センター 

〒940-2127 

長岡市新産 4-1-14 

0258-46-3700 

0258-46-6900 

工業技術総合研究所 

 上越技術支援センター 

〒943-0171 

上越市藤野新田 349-2 

0255-44-6823 

0255-44-3762 

工業技術総合研究所 

 素材応用技術支援センター 

〒954-0052 

見附市学校町 2-7-13 

0258-62-0115 

0258-63-3586 

醸 造 試 験 場 
〒951-8121 

新潟市中央区水道町 2-5932-133 

025-222-4568 

025-224-0957 

 


